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研究成果の概要：本研究では，構造物を単純支持梁と仮定し，その曲げ振動を電源とセンサを

用いることなく圧電トランスデューサによってその振動の能動制御を行うことを提案し，エネ

ルギ収支と制振性能の面から，その実現可能性の検討を行うことを目的としている．梁の曲げ

振動制御を行う時の状態方程式を導出し、圧電トランスデューサに加えられる電圧や流れる電

流から梁のたわみなどの機械的状態量を推定するオブザーバ（カルマンフィルタ）と、最適レ

ギュレータを設計した。数値計算を通じて、カルマンフィルタにより制御を行うことが可能で

あることを確認し、その制振性能も、制御を行う前に比べて良好であることを示した。同時に、

その際に圧電素子に供給すべき電力を見積り、消費電力が負になることを示した。負の消費電

力は、圧電素子に接続する電源を回生可能なものにすれば、回生電力が消費電力を上回ること

を意味し、発電電力のみで能動制御を行うことができることを示唆している。また，解析対象

としてきた単純支持梁と類似した1mの長さのアルミ合金製の梁を用いて実験を行った．梁の中

央部に圧電トランスデューサを貼り，三次モードに着目した能動制御を行った．回生電力が消

費電力を上回る条件の下、制御なしの場合と比べて、振動を抑えることができることを示した． 
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１．研究開始当初の背景 
制振技術において，アクティブ制御を適用
する試みは 10 年以上前から行われており，
自動車および鉄道のアクティブサスペンシ
ョン，高層ビルのアクティブマスダンパなど
実用化した例も多い．しかし制御理論および

半導体回路性能の飛躍的向上という背景が
ありながらも，装置の大型化，設置およびメ
ンテナンス費用の増大などの理由から，期待
されたほど実用化は進んでいない．一方，ス
マート構造という概念でも知られるように，
小型のアクチュエータを分散して構造物内
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に設置してアクティブ制御を行う，分散型の
新しい制御手法も提案されている．構造体に
センサやアクチュエータを取り付け，構造体
自体が計測や制御などの知的行為を行うも
のである．圧電素子やプルーフマスアクチュ
エータなど小型のアクチュエータを活用す
ることが多く，アクティブマスダンパのよう
な大型な装置を使用することがないため，今
後の構造物の制御手法として発展が期待さ
れる技術である．しかしアクチュエータを多
数設置する必要があるため，その数に対応す
るセンサの設置，それら装置に対する電源お
よび信号ケーブルの設置などを考えると，シ
ステムの煩雑化を招く欠点がある．今後のア
クティブ制御システムにはシステムハード
ウェアの簡略化が強く求められている． 
一方，振動はエネルギであり，アクチュエ
ータによって振動から発電を行うことが可
能である.また，発電量は入力振動に依存する
ため，電流などの電気的な状態量を測定し，
オブザーバなどを用いて機械的状態量を推
定すれば，センサを設置することなく，制御
を行うことが可能になる. 
２．研究の目的 
 振動から発電を行い，そのエネルギを用い
てアクティブ制御を行うセルフパワード・ア
クティブ制御を，圧電素子による制御に適用
する．また，圧電素子はセンサとしての機能
を有していることが知られており，電流等の
圧電素子内の電気的な状態量を計測すれば，
オブザーバなどを用いて，機械的状態量を推
定することができる．圧電素子以外に加速度
計などのセンサを設置する必要がなくなる
ため，実質的にセンサレス制御が可能になる．
セルフパワード・アクティブ制御とセンサレ
ス制御を組み合わせることにより，電源とセ
ンサを必要としない制御を実現し，より簡便
なアクティブ制振を行うことを提案する．単
純支持梁に圧電素子を貼り付けた系で，数値
計算および実験により，提案するシステムの
実現可能性を検討する． 
３．研究の方法 
(1) 単純支持梁 
 図1に解析対象とする系を示す．構造物を
厚さ tbの単純支持梁と想定し，梁に取り付け
た圧電トランスデューサ（素子）によって，
曲げ振動を抑制することを考える．梁の左端
から pfの位置にて，周期的な点荷重 fpを受け，
それによって振動が発生するものとする．圧
電トランスデューサの長さを lt，梁の左端か
ら圧電トランスデューサまでの距離を ptとす
る．なお，yは軸方向座標を表す． 
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図 1 単純支持梁と圧電トランスデューサ 
 
圧電トランスデューサの出力を ftとすると，
これが梁に与える分布モーメント M(y)は以
下のようになる． 
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 ここで，H(y) は，ヘビサイドのステップ関
数であり，以下のように定義される． 
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 曲げ振動の方程式は以下のようになる． 
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 ここで，bb，w，y，E，I，U は，それぞれ，
梁の幅，たわみ，軸方向座標，縦弾性係数，
断面二次モーメント，密度を示す．また，G(y)
は以下のようなデルタ関数である． 
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 式(1)より，モーメントの 2階微分は以下の
ようになる． 
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 定常正弦波振動を想定すると，単純支持梁
のたわみは以下のような形式で表現できる． 
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 ここで，sはラプラス演算子であり，knは n
次モードの時，以下のようになる． 

  
b

n l
nk S

            (7) 

 式(6)を式(3)および(5)に代入すると，以下
の式が得られる． 
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 ここで，Fp, Ftはそれぞれ，fp，ftの振幅を
表す．式(8)の両辺に sin(kny) を乗じ，梁の長
さ lbに対して積分を行うと，以下のようにな
る． 
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       (9) 
さて，n 次モード近傍のみを考慮すると，

Wnは以下のようになる． 
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      (10) 
ここで，LmsとZmsnは，以下のように，梁の
質量とn次モードの不減衰固有角振動数を表
す． 
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 さて，n 次モードの梁に，減衰比]msnの減
衰が存在すると想定し，余弦項を変形すると，
Wnは以下のようになる． 
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 トランスデューサの変形量 qmt と梁のたわ
みの間には以下の関係がある． 
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ここで， 
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と定義し，式(14)を(13)に代入すると，以下
の運動方程式が得られる． 
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 (2) 圧電トランスデューサ 
圧電素子の d31 方向を利用したトランスデ
ューサを利用する。電極面の電荷を qet，応力
が働く方向の機械的な伸び（変位）を qmt と

すると，トランスデューサが発生する力 ftと，
電極面の電圧 v は式(17)のように表すことが
できる． 
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 ここで，Cmt，Cet，D31は，それぞれ，トラ
ンスデューサの機械コンプライアンス，電気
キャパシタンス，電気機械結合係数である． 
(3) アクティブ制御 
圧電トランスデューサに電圧 uを加えるこ
とによって，アクティブ制御を行う．電源と
トランスデューサ間のインピータンスに抵
抗成分 Ret のみが含まれるとすると，電圧 v
は以下のように表されることになる． 
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 これより回路方程式は以下のようになる． 
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式(17)より制御用トランスデューサの出力
ftは以下のようになる． 
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 系全体の状態方程式は以下のようになる． 
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 ここで， 
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(4) 最適化制御 
 以下の線形 2次形式の評価関数を最小にす
る制御器を設計する．ここで，Qと Rは重み
係数行列であり，その値は設計時に定める． 
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 リカッチ型代数方程式の一意正定対称行
列を Pとすると，最適制御入力は以下のよう
に定まる． 
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 ただし， 
  PBRK T1� .     (28) 
(5) カルマン推定器 

式(37)に示す通り，最適化制御では，すべ
ての状態量 Xを計測する必要があるが，オブ
ザーバにより，計測できない状態量を推定す

れば，一部の状態量のみを計測することによ

り，制御を行うことが可能になる．制御入力

uは式(29)のように定められる． 
 XKu ~

      (29) 
ここで，X~は Xの推測値である．カルマン
推定器のゲインを L，計測した状態量を Yと
表すと，カルマン推定器内部の方程式は式
(30)のようになる． 
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 計測可能な状態量を電流 etq& とする．この時，
Cおよび Duは以下のように定められる． 
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 カルマン推定器のゲインは以下のように
求められる． 

  1� VSCL T     (33) 
 ただし，行列 Sは以下のリカッチ方程式
の正定対称な解として得られる． 
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 ここで，Wと Vは，システム雑音および観
測雑音のパワースペクトル密度である． 
(6)発電電力 
 トランスデューサに加えた電力，すなわち
uと電流 etq& を乗じたものを，発電電力と考え
ることにした．この値の平均値が負である時，
回生量の方が多く，電源を用いずにアクティ
ブ制御が可能であることを示している． 
４．研究成果 
(1) 諸数値 
 表1に示す諸数値を用いて，計算を行った．
アクティブ制御を行う際には，圧電トランス
デューサを電源（電圧源）と接続する．その
接続回路の抵抗値 Retを 0.1:と定める．以下
のように重み行列を定め，最適化制御理論に
従い，フィードバックゲインを決めた． 
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 また，カルマン推定器は，システム雑音お
よび観測雑音のパワースペクトル密度 W，V
をそれぞれ， 11101u ，1 と定めて，オブザー

バゲイン Lを求めた． 
 
 

表1 数値計算に用いた諸数値 

 記号 値 
梁の長さ lb 1.0 m 

トランスデューサ長 lt 3.0cm 

入力荷重の位置 pf 0.1 m 

梁の厚さ tb 1.0 cm 

キャパシタンス Cet 11.6 nF 

コンプライアンス Cmt 0.139mm/kN 

電気機械結合係数 D31 23.1kV/mm 

ヤング率 E 71 GPa 

断面二次モーメント I 0.33 cm4 

梁の質量 Lms 1.09 kg 

電気抵抗 Ret 200: 
n次モードの減衰比 ]msn 0.02 
 
(2) 周波数応答 
 図 2 に点荷重 fp から，モード形状の振幅
Wn，すなわち，たわみの最大値の周波数応答
を記す．なお，3 次モードのみを抽出したも
のとなっている．横軸は，3 次モードの不減
衰固有振動数（210.3Hz）で除した無次元周波
数を表している．全状態量をフィードバック
したアクティブ制御を行った時（Active），カ
ルマン推定器を用いて，電流値のみをフィー
ドバックして最適化制御を行った時（Active 
with observer），また，比較のため，制御を行
っていない時（Passive）の応答を記載した．
アクティブ制御の方が，制振性能が向上して
いる．また，カルマン推定器を用いた時は，
全状態量をフィードバックしたアクティブ
制御時よりも若干制振性能が悪化している
が，これはやむを得ないことである．  
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図 2 計算によって求められた周波数応答 



 

 

(3) 消費電力 
 図 3に各周波数における平均消費電力を記
す．負の値となっており，発電を行っている
ことがわかる．オブザーバを用いたアクティ
ブ制御は，全状態量をフィードバックしたア
クティブ制御時よりも性能が若干劣るが，発
電を行うことは可能であることがわかる． 
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図 3 計算によって求められた発電電力 
 
(4) 実験装置 
 制振効果と消費電力の特性を確認するた
めに，実験を行った．図4に実験装置の写真
を示す．長さ 1m のアルミ合金製の単純支持
梁であり，その諸数値は表1に従う．梁の中
央に圧電トランスデューサを貼り，その反対
面に圧電式の加速度計を設置した．加速度計
の出力は 5kHz のサンプリング周波数にて，
AD 変換機を介して，パーソナルコンピュー
タ（以下，PC）に取り込まれる．また，PC
より，DA 変換機を介して出力された信号電
圧に従って，電源が電圧を圧電トランスデュ
ーサに与える．なお，電源とトランスデュー
サの間には，200:の抵抗が設置されており，
その両端電圧から電流を計測することにし
た．電源の電圧と計測した電流の値を乗じる
ことにより，消費電力を求める．実験では，
数値計算と同様に 3次モードに着目し，また，
実験装置および実験で用いた制御器の諸数
値は，全て数値計算で利用した値と一致して
いる． 

 

図 4 実験装置写真 
 

(5) 実験結果 
 インパルスハンマにより，梁にインパルス
入力を与えその後の，梁の横加速度を計測し
たものを図 5に示す．なお，縦軸は，加速度
を，インパルスハンマで与えた力で除して正
規化した加速度である．比較のため，制御を
行っていない時の加速度も示す．加速度の値
は低減しており，圧電トランスデューサによ
るアクティブ制御により，制振性能が向上し
ていることがわかる．また，0 秒（打撃した
時間）から 214 計測点の加速度のパワースペ
クトル密度を求めた．それを図 6 に示す．3
次モードでのピーク（200Hz付近）が低減し
ていることがわかる．図 7に制御を行った時
の消費電力を示す．多くの時間において負の
値となっており，回生電力が消費電力を上回
っていることがわかる． 
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図 5 加速度のインパルス応答 
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図 6 加速度のパワースペクトル密度 
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図 7 実験によって求められた消費電力 
 
(6) 研究成果のまとめ 
 電源を用いないアクティブ振動制御シス
テムが可能であることを，数値計算および実
験によって示した．さらに，センサを用いず
に制御を行うことができることを，数値計算
を通じて示すことができた． 
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